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施策の展開 Ⅲ「高い意欲と能力のある人材育成と経営体のレベルアッ

プ」

～「健全かつ活力ある水産業の構築 （条例第8条第1項第3号関係）～」

【取組状況・成果】

１ 効率的で安定的な経営体の育成

経営管理能力の向上による効率的で安定的な漁業経営体の育成を目指して，地域の中核的漁

業者や意欲のある漁業者等を対象として，経営意識の向上と経営の安定化を図るための指導・

助言を行いました。

また，漁業経営の近代化などを図るために必要な資金の融資及び利子補給を行うとともに，

漁業共済制度への加入を促進し，漁業経営の維持安定を図りました。

【平成１８年度の主な実績・成果】

（１）中核的漁業者の育成及び協業化又は法人化の取組支援

中核的漁業者及び制度資金活用者を対象に経営改善に向けた指導・助言を実施しました。

また，経営改善計画認定者に対し，計画の適正な遂行のための支援を行いました。

［経営金融課及び仙台・石巻・気仙沼地方振興事務所］

ａ．中核的漁業者支援 ２経営体

ｂ．制度資金活用者支援 ５経営体

ｃ．漁業経営改善計画既認定者支援 ２経営体

（２）漁家経営における経営管理能力の強化

イ 中小漁業者の経営管理能力向上と財務体質の改善を図るため，宮城県漁業経営指導協会

， ，と連携の上 漁業者団体が自ら行う経営指導の定着化に向け研修会等を企画するとともに

その実施に当たり助言・指導及び助成等の支援を行いました。

［経営金融課及び仙台・石巻地方振興事務所］

ａ．集団指導 １集団

ｂ．個別指導 １経営体

ロ 遠洋まぐろ漁業の経営状況が厳しいことから，気仙沼地区において次世代型まぐろ延縄

漁業のあり方研究会を立ち上げ，新たな操業形態として母船式操業の可能性，船上加工な

（ ） ，どによる漁獲物の高付加価値化と多様な販売展開の可能性などについて検討 計５回 し

「遠洋まぐろ延縄漁業の構造改革への取組み」としてとりまとめました。

［漁業振興課・気仙沼地方振興事務所］
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（３）漁業経営安定のための漁業共済制度の活用推進

漁業者に対する漁業共済制度の理解の推進及び共済への加入促進を図るため，宮城県漁業

共済組合が実施する加入促進活動に指導・助言を行うとともに，同組合と水産業普及指導員

が連携して，地区説明会や各種研修会の機会をとらえての説明など啓発普及に努めました。

また，同組合が作成するパンフレット作成費を補助しました。

さらに，異常な赤潮発生による損害を補てんするため，赤潮特約掛金について補助を行い

ました。

［団体指導検査課及び仙台・石巻・気仙沼地方振興事務所］

（４）経営コストの削減及び各種制度資金の効率的な活用

漁業経営の近代化，資本装備の高度化の推進，経営不振者の再建等を図るため，制度資金

の融通，利子補給及び預託による協調融資を行いました。

［経営金融課］

平成１８年度実績

ａ．利子補給等 69,897千円

ｂ．預託 1,900,000千円

ｃ．貸付 74,280千円

（５）水産業者等の国際的取引への支援

県産水産加工品の販路開拓と市場ニーズを把握するために県水産加工研究団体連絡協議会

が取組んだ国際見本市「ジャパン・インターナショナル・シーフードショー」への出展を支

援しました。

［漁業振興課]

【主な事業】

課 名 事業費 千円 事 業 名（ ）

［うち県決算額]

経営金融課 2,051,889 浜のマネージメント・リーダー育成支援事業

[1,980,525] 水産金融対策事業

団体指導検査課 14,706 漁業共済加入推進強化事業

[5,021] 漁業共済赤潮特約掛金補助事業

漁業振興課 1,164 みやぎの水産加工振興対策事業(国際見本市出展分)

[1,134]
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２ 人材の育成と確保

将来にわたり水産業を担う人材の育成と確保を図るため，就学者を対象とした漁業体験学習

， ，や青年・女性漁業者等を対象とした学習会等を実施したほか 担い手団体が実施した研修事業

研究活動及び魚食普及等の活動に対して助成・指導を行い，地域漁業及び次代を担う意欲と能

力にあふれる担い手の確保・育成に取組みました。

【平成１８年度の主な実績・成果】

（１）漁業士，青年・女性漁業者等の人材育成

イ 本県の中核的漁業者として位置付けられる漁業士を育成するため，漁業士の認定検討会

及び漁業士認定証交付式を開催し，新たに青年漁業士３人と指導漁業士１３人を認定しま

した。

また，漁業士として地域振興に係る実践力向上を図るため，神奈川県三浦市及び横須賀

市において，水産物の加工・販売等の起業的な経済活動の取組や魚食普及活動に関する内

容の漁業士視察研修事業を実施しました。

［産業人材育成課及び仙台・石巻・気仙沼地方振興事務所］

ロ 水産業改良普及活動を通じて，青年・女性漁業者等を対象に漁業技術・経営管理の向上

のための学習会・先進地視察研修会を９回実施しました。

また，漁協青年グループ及び女性グループの自主的活動を促進するため，日ごろの研究

活動及び地域活動を発表する青年・女性漁業者交流大会を開催しました。

さらに，中核的漁業者協業体として認定された３グループに対して，種苗生産技術，経

営管理，補助事業実施に係る事務手続等について指導・支援を行いました。

［産業人材育成課，漁業振興課及び仙台・石巻・気仙沼地方振興事務所］

ハ 県単位で組織する沿岸漁業担い手団体である宮城県漁協青年団体連絡協議会が実施した

「水産青年フォーラム」及び宮城県漁協女性部連絡協議会が実施した「みやぎの海の子作

文コンクール」等の担い手育成事業に対して支援を行いました。

［産業人材育成課及び仙台・石巻・気仙沼地方振興事務所］

（２）水産業の次代を担う人材等への教育的取組の推進

水産業への理解を深めるため，小学生を対象とした「海の先生出前講座」を漁業士会南部

支部が開催するとともに，中学生及び大学生までを対象に就業体験学習会及び漁業啓発学習

会を実施しました。

中学生については，気仙沼地区（３６人参加）と石巻地区（１８人参加）の２地区で，そ

れぞれ初歩的な漁業体験学習会を２日間実施しました。

高校生，大学生については，水産高等学校生徒（１名参加 ，石巻専修大学生（５人参加））

を対象に実践的な就業体験学習を実施しました。

［産業人材育成課，仙台・石巻・気仙沼地方振興事務所及び水産研究開発センター］
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（３）遠洋・沖合漁業従事者の育成

遠洋漁業における漁業就業者不足の深刻な状況に対処するため，漁業就業者の確保状況に

ついて検討するとともに 「宮城県船舶職員養成協議会」が行う各種海技取得のための講習会，

及び就業者斡旋活動等に対して指導を行いました。

［漁業振興課］

（４）人材育成のための他産業との交流促進

農林水産業の各担い手団体が一堂に会し，農林水産業分野において新たなビジネスチャン

スを探ることを目的とした一次産業交流会の開催を支援しました。

［産業人材育成課］

（５）起業及び漁村文化の伝承における女性及び高齢者の役割充実

漁村女性の起業化を目的として，宮城県漁協女性部連絡協議会の会員を対象に，ワカメの

加工品開発に係る講習会を実施するとともに 「やりがい発見！女性活動が地域を変える！」，

と題して漁村女性の起業活動を促進するための学習会を実施しました。

［産業人材育成課］

【主な事業】

課 名 事業費 千円 事 業 名（ ）

［うち県決算額]

産業人材育成課 2,904 沿岸漁業担い手活動支援事業（再掲）

[2,904] 沿岸漁業担い手グループ活動推進事業

（漁業後継者団体育成事業分）

漁業振興課 1,559 漁業就業者確保育成事業

[1,557] 水産業改良普及事業

３ 水産業に関する団体の育成強化

， ， ，水産業の振興 漁村地域の活性化等の中核となる水産業協同組合組織の強化を促進し かつ

健全な育成を図るため，系統団体と連携し合併等を推進するとともに，指導及び常例検査等を

通じて執行体制の整備及び経営改善に努めました。

また，各水産業協同組合及び水産加工業協同組合の任意組織である青年部・女性部・研究会

等の育成強化を図るため，これら組織が企画する各種研修会への講師派遣及び組織の運営協力

等を行いました。
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【平成１８年度の主な実績・成果】

（１）漁協の指導・販売事業の強化及び広域合併の推進

イ 県漁連及び県信漁連が行う漁協等経営基盤強化推進事業に対し，指導・支援を行いまし

た。

［団体指導検査課及び仙台・石巻・気仙沼地方振興事務所］

平成１８年度実績 合併漁協設立協議 １３回

県一漁協構築に向けた研修会 ５回 等

ロ 水産業協同組合の業務及び会計の状況について，合法性，目的性及び合理性等の観点か

ら検査を実施し，組合の健全な運営及び執行体制の強化を図りました。

［団体指導検査課］

平成１８年度実績 １８組合

ハ 継続的な漁業経営の維持のため，一県一漁協体制の確立に向けた漁協合併の取組に対す

る指導・支援を行いました。

［団体指導検査課及び仙台・石巻・気仙沼地方振興事務所］

（２）漁協等の研究会・青年部・女性部等担い手組織の育成強化

イ 市町単位を活動の範囲とした漁協女性グループ１団体が実施した塩うに加工品開発を支

援しました。

［産業人材育成課及び石巻地方振興事務所］

ロ 水産業改良普及活動を通じて，各水産業協同組合の任意組織である青年部等の育成強化

を図るため，これら組織の運営を指導するとともに，各種研修会への講師派遣や組織の運

営協力等を行いました。

［産業人材育成課，漁業振興課，仙台・石巻・気仙沼地方振興事務所］

ハ 気仙沼，石巻，女川，塩釜の各地区の水産加工研究会及び当該４団体が構成する宮城県

水産加工研究団体連合会の事業について支援しました。

［漁業振興課，仙台・石巻・気仙沼地方振興事務所］
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【主な事業】

課 名 事業費 千円 事 業 名（ ）

［うち県決算額]

団体指導検査課 288,302 漁協組織強化事業

[55,163] 水産業協同組合検査事業

広域合併漁協組織強化対策事業

産業人材育成課 342 沿岸漁業担い手グループ活動推進事業

[150] （浜の担い手グループ実践活動促進事業分）

４ 労働環境の整備

後継者，女性及び高齢者の労働条件の緩和及び安全性の向上に対応するため，省力化・近代

化施設及び効率的で安全な漁港づくりを推進し，労働環境の整備に努めました。

【平成１８年度の主な実績・成果】

（１）省力化・近代化施設の整備及び効率的で安全な漁港づくりの推進

イ 安心・安全なかき生産を行うために浦戸漁業協同組合が実施した共同かき処理場浄化処

理施設整備に支援しました。

［漁港漁場整備課及び仙台地方振興事務所］

ロ 生産の効率化を図るために石巻市東部漁業協同組合が実施した共同かき処理場整備に支

援しました。

［漁港漁場整備課及び石巻地方振興事務所］

ハ 漁港整備事業により省力化・近代化施設及び効率的で安全な漁港づくりの推進に努めま

した。

［漁港漁場整備課及び仙台・石巻・気仙沼地方振興事務所］
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※ 平成１８年度の漁港整備実績

事 業 名 概 要

特定漁港整備事業 水産物の生産及び流通の拠点整備を目的とし，気

仙沼漁港外３港で外郭・係留施設等の整備を実施し

ました。

広域漁港整備事業 水産物の生産及び流通の拠点整備を目的とし，松

岩漁港外１０漁港で外郭・係留施設等の整備を実施

しました。

地域水産物供給基盤整備事業 地域における水産資源の維持及び増大並びに水産

物の生産及び流通機能の強化を図るため，狐崎漁港

外１１漁港で外郭・係留施設整備を実施しました。

漁港改良事業費 補助対象とならない漁港施設の改良を行うもの

で，１４漁港で実施しました。

漁港再生交付金 漁村の再生を支援するため，地域の既存ストック

の有効活用等を通じた，生産基盤と生活環境基盤の

効率的整備を行うもので，宿舞根漁港ほか３漁港で

事業を実施しました。

【主な事業】

課 名 事業費 千円 事 業 名（ ）

［うち県決算額]

漁港漁場整備課 3,710,217 養殖水産物ブランド化推進・強化事業（再掲）

[3,358,389] 特定漁港整備事業

広域漁港整備事業

地域水産物供給基盤整備事業

漁港改良事業費

漁村再生交付金
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－主な取組－

○遠洋まぐろ延縄漁業における構造改革への取組について

昨年４月の日本かつおまぐろ漁業協同

組合連合会の解体，燃油高騰などにより

遠洋まぐろ延縄漁業の存続が危ぶまれて

おりました。

このような状況において，国として，

漁船漁業の構造改革の方向性が打ち出さ

れたことから，県としては，コスト削減

や収入増加が図られる取組として母船式

操業に注目し，平成１８年６月に気仙沼

地区において漁業者が中心となり「次世代型まぐろ漁業あり方研究会」を立ち上げました。

， （ ）漁船漁業の構造改革は地域としての取組が不可欠なことから 気仙沼漁業協同組合 魚市場

や商工会議所などにも随時参画を求め，５回の研究会を開催し 「遠洋まぐろ延縄漁業の構造，

改革への取組について」をとりまとめました。

（ ）漁業振興課

○遠洋まぐろ延縄漁業を取り巻く環境が厳しい中，経営コストの削減と漁業収入の増加が見込めるような新たな操業・販売モデルについて，その実現の可能性と解決すべき課題等を検討した。

〈　現　状　〉
水揚量
３００ｔ

３００ｔ

  　　
コスト削減 販売価格の向上 　　　　　　
高品質・高付加価値化 収益の向上

 母船式操業 販売形態の多様化
（一船売からの脱却）

漁獲物の高付加価値化 　　GG（えら腹抜き） 市場入札

　漁獲物の約１～２割を洋上加工

小口相対売り 　気仙沼魚市場に水揚げ。

　　　漁獲物の高品質化 　　フィレー,ロイン 直販 　　

　　　省エネ効果　（▲１８％） 　

　　混獲物（メカなど） 市場入札（気仙沼）

　　　　２００ｔ
乗組員７人：A

　　　　　（燃料・餌等補給）

　　　　２００ｔ
乗組員１０人（うち７人：D） 乗組員７人：B

（漁獲物）

　　　　２００ｔ
乗組員７人：C

※約半年で満船,帰港。
※４クルーで交代することにより労務環境改善。
※総乗組員は３７９ｔ型２隻より少数で可能。

☆　許可制度,乗組員制度の緩和

　　　　「母船式操業と販売形態の多様化による新たな遠洋まぐろ延縄漁業」の展開

母船（３７９ｔ）
　冷凍・運搬・補給・加工

漁艇(船)１９ｔ

漁艇(船)１９ｔ

漁艇(船)１９ｔ

遠洋まぐろ漁船３７９ｔ型

遠洋まぐろ漁船３７９ｔ型
　　　　一船売り

スラリーアイスの導入
・母船で製造,漁艇で使用

　船上加工の導入
　・GG,フィレー,ロイン

　①　資源に配慮　　　②　省エネ・省人
　③　付加価値　　　 　④　労働環境の改善

【 操業イメージ 】
日本寄港

146日 水揚 146日

１５日 15日　15日 １５日

母船 出航 補給，凍結 補給，凍結 帰港

漁挺（船）出航 操業 5日　　　5日 操業 帰港

10日 海外基地 10日
【　漁挺の針数１７００針，２９２日操業の場合】
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遠洋まぐろ延縄漁業の構造改革への取組について

次世代型鮪漁業あり方研究会
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―主な取組―

○漁業士の認定と活動支援
（関連事業：漁業担い手活動支援事業）

１ 目的

漁村青壮年等の活動に励みと目標を与えるとともに，将来の地域漁業振興の中核的漁業

者としての意欲を喚起し，その自主的活動の助長を図るため，優れた漁業青年を「宮城県

青年漁業士」として，また，現に優れた漁業経営を行い，漁村地域の活性化及び青少年の

育成に関する指導のほか，漁村生活の改善，魚食・伝統文化の継承等教育的役割を果たし

ている者を「宮城県指導漁業士」として認定しています。

平成１８年度は，宮城県指導漁業士及び青年漁業士の認定検討会を開催し，漁業士を認

定しました。

２ 宮城県漁業士認定検討会の開催

漁業協同組合及び市町から推薦のあった漁業士候補者（指導漁業士１３人，青年漁業

士３人）について，候補者の認定要件を審査するため，宮城県漁業士認定検討会を開催

しました。

(１) 開催月日 平成１８年５月１７日（水）

(２) 開催場所 宮城県庁 １１階 第二会議室

(３） 内 容 ① 青年漁業士認定申請について

② 指導漁業士認定申請について

(４) 検討結果

申請者の資格要件について検討を行われ，全員が漁業士として認定された。

３ 宮城県漁業士認定証交付式の開催（農業士退任式，認定証交付式と合同開催）

宮城県漁業士認定検討会で認定が承認された漁業士指導漁業士１３人，青年漁業士

３人）に対し，認定書の交付を行いました。

(１) 開催月日 平成１８年６月８日（木）

(２) 開催場所 仙台市「パレス宮城野」

(３） 内 容 ① 感謝状贈呈

② 認定書交付

③ 知事挨拶

④ 励ましの言葉

⑤ 退任者代表挨拶

⑥ 認定者代表挨拶

※指導漁業士７７人（内女性９人 ，青年漁業士５４人，計１３１人）

（平成１９年３月３１日現在）

４ 活動支援

（１）先進地研修

研修先：神奈川県

内 容：魚食普及活動の取組

派遣者：６人

（２）東北北海道ブロック研修

研修先：北海道

派遣者：５人

内 容：各道県の漁業士活動内容等

（３）女性漁業士交流研修会

派遣先：岩手県盛岡市

派遣者：３人

内 容：各県女性漁業士の活動内容 先進地研修の状況

の紹介等

（産業人材育成課）
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－主な取組－

○漁船などの海難防止に向けた研修会について

近年，本県では漁船海難事故が多く発生しており，

特に，平成１８年１０月６日の夜間，女川湾で発生し

た，さんま漁船第７千代丸の座礁事故は，乗組員１６

名が死亡するという，これまで例のない事故となりま

した。

資料提供：第二管区海上保安本部資料

このことから 「宮城県漁船海難防止協議会」や「船員災害防止協会対策実行委員会 「宮， 」，

城県産地魚市場協会」など各種団体で，ポスター，ステッカー，横断幕を作成するなど，漁船

海難事故を防止するための活動を実施しております。

また，石巻海上保安署から「ライフジャケット着用推進モデル漁協」として指定された雄勝

町東部漁協では，東北初の試みとして，家族から漁業者へ安全啓発をするため，漁協女性部３

， 「 」名によるライフジャケット着用デモンストレーションや 有線放送による お父さんへの手紙

の紹介などによる取組みを行っております。

県では，平成１９年３月２０日，県庁講堂にて関係者参集のもと『漁船などの海難事故防止

に向けた研修会』を開催し，救命胴衣着用などの海難防止意識の向上の他，各種団体の取組み

について紹介しました。

【 講習内容 】

( ) 海難事故防止のための気象利用について 仙台管区気象台1
( ) 宮城県内における漁船海難事故等の発生状況について 第二管区海上保安本部2
( ) 船員労働災害事例と救命胴衣の着用について 東北運輸局3

【 海難防止の取組み事例紹介 】

( ) 海難事故撲滅運動横断幕・ポスター披露 宮城県産地魚市場協会1
( ) 漁業関係者による船員災害防止の取組み 船員災害協会気仙沼支部2
( ) ライフジャケット着用推進運動 宮城県漁船海難防止協議会3

雄勝町東部漁業協同組合

（漁業振興課）

漁船海難隻数　213隻、死亡・行方不明者数　20人
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 [お父さんの手紙]

  お父さんが海にでると、 事故にあったらど
う しよう かと思ったり 、 帰り が遅いと、 何か
あったのかなと、 心配になり ます。

  だから、 う みに出る時は救命胴衣を着て、
何かあったらすぐに１ １ ８ 番に電話して下さ
い。

  あまり みんなを心配させないで下さい。




